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＜１．患家（居宅）における調剤業務＞ 

 ○ 薬剤師法第２２条において、薬剤師が調剤を行うことができる場所は原則として薬局に限ると規定されている。例外として、処方せ
んの確認業務、処方した医師又は歯科医師への疑義照会については、患家（居宅）において行うことが認められているが、調剤そ
のものは行うことができない。 

 
＜２．患家（居宅）における服薬指導の一環としての薬剤の使用方法に係る実技指導＞ 

 ○ 服薬指導の一環として、外用薬の使用方法や点滴セットの交換方法などについて、患者や家族などに対し、口頭による説明は行
われているものの、実技指導までは行われていない。 

現行制度 

高齢化の進展により、在宅医療の大幅な充実が必要となっているが、現行制度では、薬剤師が在宅医療の現場
において十分な役割を果たすことができていない。 

 
 

見直しの方向性（案） 

【１．患家（居宅）における調剤業務の見直し】 

 ➀ 患家（居宅）において実施可能な調剤業務として、調剤した薬剤の授与を行う際に残薬があることが確認さ
れた場合、薬剤師が処方した医師又は歯科医師への疑義照会を行った上で、調剤量の変更を行うことを追
加する。 

 ② 夜間などに患者の容態が悪化し、医師が訪問診療を行い、急ぎ薬剤が必要なため、処方せんを交付した
ものの、ファックス等がなく、事前に処方内容を提示できないといった場合など、緊急時において患家におい
て調剤を行わざるをえない状況下において薬剤師が行う調剤については、薬剤師法上の取扱いとして許容
される旨を明らかにする。 

 
【２．薬剤の使用方法に係る実技指導】 

 ➀ 診療の補助に該当しない行為（外用薬の貼付方法など）については、その範囲を明らかにした上で、薬剤
師が服薬指導の一環として行うことができることを明確化する。 

 ② 薬剤師が診療の補助に該当する実技指導を行うことができるようにするには、法律改正が必要となるため、
次期薬剤師法改正に向けて、対応の是非も含めて検討する。その際、大学における教育の実施状況を踏ま
え、必要となる研修・教育の内容についても併せて検討する。 



 
参照条文   

  

○薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号） 

    （調剤の場所） 

  第二十二条 薬剤師は、医療を受ける者の居宅等（居宅その他の厚生労働省令で定め る場所をい

う。）において医師又は歯科医師が交付した処方せんにより、当該居宅等において調剤の業務の

うち厚生労働省令で定めるものを行う場合を除き、薬局以外の場所で、販売又は授与の目的で

調剤してはならない。ただし、病院若しくは診療所又は飼育動物診療施設（獣医療法（平成四年

法律第四十六号）第二条第二項に規定する診療施設をいい、往診のみによつて獣医師に飼育動

物の診療業務を行わせる者の住所を含む。以下この条において同じ。）の調剤所において、その

病院若しくは診療所又は飼育動物診療施設で診療に従事する医師若しくは歯科医師又は獣医

師の処方せんによつて調剤する場合及び災害その他特殊の事由により薬剤師が薬局において

調剤することができない場合その他の厚生労働省令で定める特別の事情がある場合は、この限

りでない。 

  

○薬剤師法施行規則（昭和三十六年厚生省令第五号） 

    （居宅等において行うことのできる調剤の業務） 

  第十三条の二 法第二十二条に規定する厚生労働省令で定める調剤の業務は、薬剤師が、処方せ

ん中に疑わしい点があるかどうかを確認すること及び処方せん中に疑わしい点があるときは、そ

の処方せんを交付した医師又は歯科医師に問い合わせて、その疑わしい点を確かめることとす

る。 

 

 


